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一つは 2000 年前後から始まったデフレの進行である5。1980 年代中盤から 1990 年代前
                                                        







3 経済産業省製造産業局繊維課による「ファッション産業人材育成事業」平成 15 年度中間報告において
も、「ファッション産業は情緒的価値を扱う産業であり、社会の成熟に伴って人々が心の豊かさや個性を
より一層追求するに従い、今後ますます市場が拡大するビジネス分野である」と報告されている。経済産
業省（2003）「「ファッション産業人材育成事業」について（中間報告）」製造産業局繊維課 p.1 を参照。 




書 p.15 を参照。 
5 内閣府による平成 13 年度年次経済財政報告によると、消費者物価指数（CPI、生鮮食品除く総合）は、











高を 1990 年から 2013 年まで時系列に見たものである。1991 年の全国百貨店全体の売上高
は 97,131 億円あった。しかしその後、1997 年の 91,876 億円をピークに 2012 年の 61,453
億円まで毎年前年比減を継続し、ようやく 2013 年に 62,171 億円と前年売上を上回った。 
 









                                                                                                                                                                  
済報告では、1999 年から 2 年以上に渡り物価下落が続いていた我が国はデフレにあると判断した。こう
した記述は 2006 年年央まで続いた。その後、2009 年 11 月になり、再び物価の持続的な下落が続いてい
ることから、デフレ状況にあるとの判断を行った。内閣府（2012）「年次経済財政報告」p.55 を参照。 
6 ファーストリテイリング社 HP（http://www.fastretailing.com/jp/about/history/）より。 
7 日本百貨店協会 HP（http:// www.depart.or.jp/common_department_store_sale/list）より。 
8 田村(2008)は、フォーマットとは業態の分化した種々なかたちのことであり、企業の戦略行動を反映す
るものであると言っている。田村正紀 (2008)『業態の盛衰』千倉書房 p.25 を参照。 
9 田村(2008)前掲書, p.207 を参照。 
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1 は、従業者が常時 50 人未満の織物・衣服・身の回り品小売業における事業所数、従業者












                                                        
10 経済産業省(2006)「産業細分類別、年次別の事業所数、従業者数、年間商品販売額、商品手持額及び売
場面積」より。 
11 田村(2008)前掲書, p.186 を参照。 
12 Dana Thomas (2007) ”DELUXE ”（実川元子訳(2009)『堕落する高級ブランド』講談社）p.79 を参照。 
13 ルイ・ヴィトンは 1981 年にルイ・ヴィトン・ジャパン社設立。Dana Thomas (2007) 前掲書,p.79 を参照。
またクリスチャン・ディオールは、1953 年に百貨店の大丸と提携して日本では初めてとなるファッショ
ンショーを開催し日本に進出を果たす。2003 年 12 月 7 日には、東京の青山・表参道に、銀座の旗艦店を
上回るほどのゴージャスな LVMH の拠点とも言えるディオール・ブティックをオープン。
http://www.brandhistory-5dior.com/04/003.html を参照。 







を購買しようとするブランド」と定義する。Jackson & Haid (2002) “Gucci Group: The New family of Luxury 
Brands, A Case Study” International Journal of New Product Development and Innovation Management, 4 (2), 
事業所数 従業者
法人 個人 （人）
1972 205,979 45,432 160,547 751,299
1974 216,928 50,193 166,735 755,205
1976 227,352 56,618 170,734 774,924
1979 236,904 64,475 172,429 782,749
1982 242,864 72,386 170,478 793,417
1985 229,606 75,792 153,814 754,871
1988 236,581 87,816 148,765 799,777
1991 240,994 101,781 139,213 808,597
1994 225,714 101,971 123,743 788,950
1997 209,420 98,363 111,057 726,130
1999 201,762 97,434 104,328 747,552
2002 185,937 92,720 93,217 719,710
2004 177,851 92,446 85,405 696,102
































ション戦争』産経新聞出版 p.12 を参照。 
16 2014 年 8 月時点での H&M の日本国内店舗数は 43 店舗（株式会社 H&M HR マネージャー山田裕介氏
へのヒアリングにより）、Forever21 は 14 店舗（合同会社 FOREVER 21 JAPAN RETAIL カントリーマネ
ージャー高橋慎也氏へのヒアリングにより）、ZARA は 80 店舗（株式会社ザラ・ジャパン採用マネージ
ャー渡部亜朱加氏へのヒアリングにより）。 







































                                                        
19 日本のファッション産業で起こっている環境変化に関しては、第 1 章でその課題とともに詳述する。 




22 平成 24 年末のインターネット利用者数は、平成 23 年末より 42 万人増加して 9,652 万人（前年比 0.4%
増）、人口普及率は 79.5％（前年差 0.4 ポイント増）となった。また主なソーシャルメディアの利用率は、





























                                                                                                                                                                  
以下の全ての年代で利用率が 30 ポイント以上増加している。インターネット利用者数は、総務省平成 25
年版情報通信白書第 4 章第 3 節「インターネットの利用動向」を、ソーシャルメディアの利用率は、総務




ラガード（16%）に分類した。E. M. Rogers  (2003) “DIFFUSION of INNOVATIONS 5th Edition”（三藤
利雄訳（2012）『イノベーションの普及』翔泳社）を参照。Rogers（1962）は、1962 年に DIFFUSION of 
INNOVATIONS を出した後、研究成果をさらに追記する形で版を重ね、2003 年に 5th Edition を出してい
る。G. A. Moore (1999)”CROSSING THE CHASM : Revised”（川又政治訳（2012）『キャズム』翔泳社）, 
p.5 を参照。 
24 桑島由芙 (2007)「関係性から見る購買行動―ネットワーク分析を用いて―」東京大学 COE ものづく

































































いた28。1950 年の朝鮮動乱を経て、1954 年 12 月に日本は高度経済成長期に入るが、人々
は所得の増加とともに生活も向上し、衣料品の購入にも品質や感覚のよさを求めるように
なり、企画力と販売力をもったアパレルメーカーが出現する29。 
 さらに 1960 年代中盤以降、ヤングマーケットの消費者意識の変化に合わせて、TPO や
トータルコーディネートそしてファッショントレンドなどを提案する新たなファッション
                                                        
25 2013 年度のアパレル関連業者の倒産件数は 290 件で、卸・小売別に見ると、卸業者は前年度比 18.0％
増の151 件と増加に転じた一方、小売業者では同 17.3％減の139 件にとどまった。帝国データバンク（2014）
「アパレル関連業者の倒産動向調査」p.2 を参照。 
26 木下明浩(2009)「日本におけるアパレル産業の成立」立命館経営学,第 48 巻第 4 号,p.191 を参照。 
27 木下（2009）前掲書,pp.191-192 より引用。 
28 日本ファッション教育振興協会（2003）『ファッションビジネスⅡ』p.17 を参照。 









 1960 年代後半にヤングマーケットを形成した消費者は、1973 年のオイルショック以降よ




 小売業界では、DC ブランドの誕生から少し遅れて 1980 年代中盤に、現在のセレクトシ
ョップ38の原型として、ユナイテッドアローズ、ビームス、シップスなどの専門店が誕生
する39。彼らは、原宿など新しいエリアへの路面店展開やファッションビルに次々と出店
していった40。オイルショック以降 1970 年代中盤から低迷していた百貨店も、1980 年代に





                                                        
30 日本ファッション教育振興協会（2003）前掲書,p.17 を参照。 
31 レナウンは、1969 年に東京・大阪各証券取引所第一部に上場。オンワード樫山は、1964 年に東京・大
阪・名古屋各証券取引所第一部に上場。そしてワコールは、1971 年に東京・大阪各証券取引所第一部に
上場している。各社有価証券報告書より。 
32 日本ファッション教育振興協会（2003）前掲書,p.17 を参照。 
33 日本ファッション教育振興協会（2003）前掲書,pp.17-18 を参照。 
34 SPA とは GAP 会長の Donald Fisher が 1986 年に発表した Specialty store retailer of private label apparel の
頭文字を組み合わせた造語で、製造から小売までを統合した最も垂直統合度の高い販売業態を言う。 
鈴木理恵 (2000)「アパレル産業に見る SCM としての SPA の課題」日本消費経済学会,p.225 を参照。 
35 DC とはデザイナーズ（Designer's） & キャラクターズ（Character's）の略。 
36 日本ファッション教育振興協会（2003）前掲書,p.18 を参照。 
37 繊維ファッション情報センター（1996）前掲書,p.67 を参照。 
38 セレクトショップという言葉は、日本でしか通用しない和製英語である。海外では、複数のブランドを
置いている店と言う意味で、Multi-brand-Shop という語が用いられている。 
越後修 (2008) 「「深さ」を追及する顧客創造（Ⅰ）」開発論集第 82 号,北海学園大学,p.96 を参照。 
39 日本ファッション教育振興協会（2003）前掲書,p.18 を参照。 
40 ユナイテッドアローズは、1990年 7月に 1号店を東京都渋谷区神宮前 6丁目明治通り沿いにオープン。
（http://www.united-arrows.co.jp/corporate/history.html より）ビームスは、1976 年原宿に 6 坪の洋品店
「AMERICAN LIFE SHOP BEAMS」を開業。（http://www.fashionsnap.com/inside/fukubito-beams-yo-shitara/
より）シップスは、1977 年銀座にセレクトショップ「SHIPS」をオープン。
（http://www.shipsltd.co.jp/recruit/company/index.html より） 
41 日本ファッション教育振興協会（2003）前掲書,pp.17-18 を参照。 
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アパレル企業では SPA が浮上し、小売企業では SPA 及びセレクトショップが台頭すること
になる。 










                                                        
42 内閣府経済社会総合研究所（2011）「バブル/デフレ期の日本経済と経済政策」では、「1990 年以降，
資産価格は下落に転じ始め，バブルは崩壊過程に入っていく」とある。内閣府（2011）「バブル/デフレ
期の日本経済と経済政策」経済社会総合研究所,第 3 部第 2 章,p.375 を参照。 
43 1980 年度からバブル崩壊までの平均経済成長率（名目：6.3％、実質：4.3％）とバブル崩壊後から 2011
年度までの平均経済成長率（名目：▲0.1％、実質：0.8％）を比較するとその差は歴然としている。内閣
府『国民経済計算』GDP 統計より。 
44 序章で述べた 1998 年 10 月ユニクロのフリース 1,900 円キャンペーンの実施とともに出現した SPA 業
態による業界構造の変革のこと。 
45 日本ファッション教育振興協会（2003）前掲書,pp.18-19 を参照。 
46 ザラ・ジャパンは 1997 年に日本法人設立（株式会社ザラ・ジャパン採用マネージャー渡部亜朱加氏へ
のヒアリングにより）。H&M は 2008 年に日本 1 号店を銀座中央通りに出店（株式会社 H&M HR マネー
ジャー山田裕介氏へのヒアリングにより）。Forever21 は 2009 年に日本 1 号店を原宿に出店（合同会社




48 ファーストトゥデイ社（ZOZOTOWN を運営）は、平成 20 年 3 月期売上高 8,584 百万円に対して平成
25 年 3 月期売上高は 35,050 百万円と 408.3%の増加。マガシーク社は平成 20 年 3 月期売上高 7,100 百万円
に対して平成 25 年 3 月期売上高は 9,487 百万円と 33.6%の増加。各社有価証券報告書より。 
49 山村貴敬（2011）「ファッション産業の現状と今後の展望」日本貿易会月報 2011 年 2 月号,No.689,p.11
を参照。 
50 総務省は、「Online to Offline（ネットからリアルへの誘引）」の説明に際し、「すべての（オムニ）顧
客接点（チャネル）」という意味で、O2O をオムニチャネルと呼ばれることもあるとしている。総務省
平成 25 年版情報通信白書第 1 章第 1 節「新たな ICT トレンド＝「スマート ICT」が生み出す日本の元気
と成長」を参照。 

















身の進化、IT の進展、グローバル化、そして環境問題への関心の 4 つである。 
















                                                                                                                                                                  
を参照。 
52 日本ファッション教育振興協会（2003）前掲書,p.21 を参照。 



































                                                        
55 本項序章「問題意識」注 22 を参照。 
56 世界の 5 大コレクション（パリコレクション、ミラノコレクション、ロンドンコレクション、ニューヨ
ークコレクション、東京コレクション）等も ELLE ONLINE （http://www.elle.co.jp/catwalk/paris）で閲覧
ができる。 
57 日本ファッション教育振興協会（2003）前掲書,p.21 を参照。 


















るインディテックスグループは全世界で 6,390 店舗63、H&M は 3,300 店舗64展開しており、






等各分野で IT が活用されている67。これらの業務で IT 化が進むことにより、そこに従事
するスタッフを日常業務から解放し、彼らが創造的な業務や戦略的な業務においてそのス
キルを発揮することを可能にし、IT ではできない感性の領域や理性に基づく分析力等人間





られている。繊研新聞 2014 年 5 月 28 日より。 





















として携わった KATHARINE HAMNETT は、環境問題に積極的に取組んでおり、そのデザ
インする作品にもそれが色濃く表れている。ファーストラインとは別にセカンドブランド















額は図 2 で示すように下落しているのである。 
                                                        
















図 3 アパレル製品小売市場の推移 
（出所）経済産業省「商業販売統計」より作成 
主に、不況の深刻化による消費者の家計消費支出における衣料品の占める割合の減少72と
（図 4 参照）、中国を中心とするアジア諸国からの安価な輸入品の増加が要因と考えられる。 







図 4 消費支出の増減率の推移 
（出所）総務省統計局「家計調査年報」より作成 
 一方、表 2 のアパレル製品統計を見ると、2007 年から 2012 年にかけて衣料品の流通状
況は金額ベースでは 89.3%と大きく減少しているのに対し、数量ベースでは 97.1%と微減
に留まっているのが分かる73。 









                                                        
73 経産省生産動態統計及び財務省貿易統計より。 
74 ZARA、H&M、Forever21、GAP 等の日本市場への進出。 
75 ユニクロ、GU、しまむら等日本の低価格カジュアルチェーン店のこと。 
計 国産 輸入 計 国産 輸入 計 国産 輸入
2007年 4,588,613 872,033 3,716,580 2,920,244 512,392 2,407,852 636.4 587.6 647.9
2008年 4,420,367 760,415 3,659,952 2,716,460 463,819 2,252,641 614.5 610.0 615.5
2009年 4,443,849 695,928 3,747,921 2,433,364 407,518 2,025,846 547.6 585.6 540.5
2010年 4,411,057 664,384 3,746,673 2,359,577 369,746 1,989,831 534.9 556.5 531.1
2011年 4,523,345 585,993 3,937,352 2,532,715 308,976 2,223,739 559.9 527.3 564.8
2012年 4,454,837 586,812 3,868,025 2,606,678 316,678 2,290,000 585.1 539.7 592.0
2007年
/2012年






 また図 5 からは、海外からの輸入による調達の増加が、国内繊維産業の事業所数及び従
業者数を大幅に減少させていることがわかる。 
 









ファッション産業には次の 3 つの特徴がある。第 1 はシーズン性が存在するとともに本
質的にトレンドに左右される流行商品を扱う点である。第 2 はアイテム・デザイン・サイ
ズ・カラー等 SKU77が非常に多いという点で、第 3 は消費者の好みが多様化し販売予測が













































                                                                                                                                                                  
ーズに合致した商品を各社が先を競って供給することになる。 
80 Original Equipment Manufacturer 相手先のブランド名で製造する企業。 
81 Original Design Manufacturer 委託元のブランドで製品を生産する企業のうち、特に製品を設計からうけ







































第 2 章 ブランド研究のアプローチ 
 






























                                                        
82 田中洋 (1997)「ブランド志向のマーケティング管理概念序説」城西大学,p.71 より引用。 
83 田中(1997)前掲書,pp.71-72 を参照。 










まる「ブランド・ロイヤルティ・マネジメント」、1991 年から 1995 年の「ブランド・エ




















                                                        
85 田中(1997)前掲書,pp.72-73 を参照。 
86 高橋広行 (2010)「消費者行動とブランド論（2）：ブランド論の変遷と位置づけの整理」関西学院商学
研究(62), pp.17-18 を参照。 
87 青木幸弘(2011)「ブランド研究における近年の展開：価値と関係性の問題を中心に」関西学院商学論究
58(4),p.47 を参照。 
88 青木(2011)前掲書,p47 を参照。 
89 青木(2011)前掲書,p49 を参照。 
90 Robert East, Malcolm Wright, Marc Vanhuele(2008)” Consumer Behavior: Applications in Marketing”  SAGE 




























                                                        
91 菅野佐織(2011)「ブランド・リレーションシップ概念の整理と課題」駒澤大学経営研究所, p.177 を参照。 





93 青木(2011)前掲書,p46 を参照。 
94 菅野(2011)前掲書, pp.177-178 を参照。菅野(2011)は、ブランド・ロイヤルティ概念は行動的側面のみな
らず、態度的側面を反映した概念として発展していったことで、今日のブランド・ロイヤルティ概念の重
層性につながったとしている。 
95 高橋(2010)前掲書,p.20 を参照。 
96 D.A.Aaker (1991)”Managing Brand Equity”（陶山計介・中田善啓・尾崎久仁博・小林哲訳(1994)『ブラ
ンド・エクイティ戦略』ダイヤモンド社）,p.25 より引用。 












または価格の重視者まで、各水準を図 6 のロイヤルティのピラミッドのように示している。 
 









                                                        
98 D.A.Aaker (1996)”Building Strong Brands”（陶山計介・小林哲・梅本春夫・石垣智徳訳(1997)『ブラン
ド優位の戦略』ダイヤモンド社）,p.26 より引用。 
99 同前。 
100 D.A.Aaker (1991)前掲書,p.63 を参照。 
101 D.A.Aaker (1991)前掲書,p.53 より引用。 
102 高橋(2010)前掲書,p.24 を参照。 
103 Aaker(1991)は、使用経験をブランドを購入する頻度と捉え、ブランド・ロイヤルティは使用経験とよ
り密接に結びつく点で、ブランド・エクイティの他の主な次元と質的に異なっているとしている。









































                                                        
104 高橋(2010)前掲書,p.18 を参照。 
105 高橋(2010)前掲書,p.27 を参照。 
106 和田(2002)前掲書,p.43 より引用。 




























                                                        
109 K.L.Keller(2008)”Strategic Brand Management Third Edition”（恩蔵直人監訳(2010)『戦略的ブランドマ




110 和田(2002)前掲書,p.45 を参照。 
111 D.A.Aaker (1991)前掲書,p.122 を参照。 
112 K.L.Keller(2008)前掲書,pp.62-66 より引用。 






図 7 ブランド・エクイティ 
（出所）D・A・アーカー（1994）より引用115 





























                                                        
115 D.A.Aaker (1991)前掲書,p.22 より引用。 
116 D.A.Aaker (1991)前掲書,pp.21-23 を参照。 
117 D.A.Aaker (1991)前掲書,pp.23-24 を参照。 






















                                                        
119 K.L.Keller(2008)前掲書,pp.66-67 を参照。 
120 K.L.Keller(2008)前掲書,p.67 を参照。 
121 K.L.Keller(2008)前掲書,p.68 より引用。 
122 ブランドマネジメントの研究は、ブランドコンセプト管理に注目した議論として C. Whan Park, Sandra 
Milberg and Robert Lawson らの論文等に見出すことができる。そこではブランド管理を導入期、精緻化期、
強化期の三段階に分けて検討しており、ブランドイメージを企業が長期的・段階的にマネジメントする必
要性を説いている。C. W. Park, S. Milberg and R. Lawson(1991) ” Evaluation of Brand Extensions: The Role of 




されたと捉えている。青木(2011)前掲書, pp.48-49 を参照。 



















 本節では、ブランド研究の変遷を 1984 年から始まる「ブランド・ロイヤルティ・マネジ










126 D.A.Aaker (1996)前掲書, p.86 より引用。 
127 田中(1997)前掲書,p.75 を参照。 































図 9 製品の価値構造と形態 
（出所）和田（2002）より引用138 
                                                        
132 楠木建(2006)「次元の見えない差別化：脱コモディティ化の戦略を考える」一橋ビジネスレビュー, 第
53 巻第 4 号,p.7 より引用。戦略の本質は競合他社との「違い」を作ることにあり、コモディティ化してし
まうと製品やサービスの競合他社との違いは作りにくくなり、顧客に提示できる他者との違いは価格だけ
になると言っている。 
133 本稿序章 p.1 を参照。 
134 青木(2011)前掲書, p.53 を参照。 






















































閣, pp.212-213 より引用。 
140 高橋(2010)前掲書,pp.36-37 を参照。 
141 高橋(2010)前掲書,pp.37-38 を参照。 
142 Pine , Gilmore(1999) “The Experience Economy” （岡本慶一・小高尚子訳(2005)『【新訳】経験経済』ダ









て表 3 の 5 段階を経験価値マネジメントのステップとして提示している144。 

























                                                        
144 Schmitt (2003) “Customer Experience Management”（嶋村和恵・広瀬盛一訳(2004)『経験価値マネジメン
ト』ダイヤモンド社）,p.32 を参照。 
145 Schmitt (2003)前掲書,p.32 より引用。 
146 Schmitt (2003)前掲書,pp.79-80 を参照。 
147 Schmitt (2003)前掲書,p.33 を参照。 
148 Schmitt (2003)前掲書,p.120 を参照。 































いを次の表 4 のようにまとめている。 
表 4 マネジリアル・マーケティングと関係性マーケティング 
（出所）和田（2002）より引用157 
                                                        
150 Schmitt (2003)前掲書,p.195 を参照。 
151 Schmitt (2003)前掲書,p.225 を参照。 
152 青木(2011)前掲書, pp.56-57 を参照。 
153 青木(2011)前掲書, p. 57 を参照。 
154 D.A.Aaker and E. Joachimsthaler (2000), “Brand Leadership”（阿久津聡訳(2000)『ブランド・リーダーシッ
プ－「見えない企業資産」の構築』ダイヤモンド社）, p.34 より引用。 
155 K.L.Keller(2008)前掲書,p.84 を参照。ここで Keller(2008)は、顧客とブランドのリレーションシップは、
ブランド・レゾナンスと強いブランド構築の基盤であるとしており、ブランド・レゾナンスをこのリレー
ションシップの性格と、顧客がブランドにどれだけ「同調」しているかであると定義している。 
156 和田(2002)の言うマネジリアル・マーケティングとは、オルダーソンの OBS(Organized Behavioral 
System)を基礎とし、W. レイザーと E.J. ケリーによって提唱されたシステムズ・アプローチに基づいた
マーケティング・ミックス論のことを意味している。和田(2002)前掲書, p.32 を参照。 























                                                        
158 和田(2002)前掲書, p.32 を参照。関係性マーケティングでは、この世にあまたの製品サービスが満ち溢
れている状態の中で、潜在的にも顕在的にも、これ以上の新たな製品サービス需要は存在しないというこ
とを前提としている。 
159 和田(2002)前掲書, p.34 を参照。製品サービスを供給する企業と消費者との間のインタラクションとは、
従来のような一方的で説得的なコミュニケーションではなく、双方向的な対話によるコミュニケーション
が必要となる。 
160 青木(2011)前掲書, p. 58 を参照。 
161 C.K. Prahalad and V. Ramaswamy (2004) “The Future of Competition” Harvard business school press（有賀裕
子訳(2004)『価値共創の未来へ：顧客と企業の Co-Creation』武田ランダムハウスジャパン）,pp.28-39 を参
照。 












































164 青木(2013)前掲書,p.88 より引用。 
165 井上崇道・村松潤一(2010)『サービス・ドミナント・ロジック：マーケティング研究への新たな視座』
同文舘出版,pp.34-35 を参照。 
166 青木(2011)前掲書,p.60 より引用。 
167 南知恵子(2008)「顧客との価値共創：サービス・ドミナント・ロジックを手がかりに」マーケティング・
ジャーナル第 27 巻第 3 号, pp.2-3 を参照。南(2008)が言う関係性とは、顧客との価値共創を前提として顧
客接点やコミュニケーションを意図的にデザインすることで形成される関係性、あるいはそこでの価値共
創の結果として生み出される顧客との絆としての関係性である。 
168 南(2008)前掲書, pp.2-3 を参照。 
169 青木(2011)前掲書,p.61 を参照。 
170 池尾恭一(2003)『ネット・コミュニティのマーケティング戦略：デジタル消費社会への戦略対応』有斐
閣,pp.2-3 を参照。 
171 P. Kotler, H. Kartajaya, I. Setiawan,（恩蔵直人監訳 (2010)『コトラーのマーケティング 3.0：ソーシャル・
メディア時代の新法則』朝日新聞出版）pp58-62 を参照。Kotler(2010)は、マーケティング 1.0 を製品中心



























                                                                                                                                                                  
けしている。 
172 P. Kotler et al.(2010)前掲書, p.20 を参照。 
173 P. Kotler et al.(2010)前掲書, p.59 より引用。 
174 青木(2011)前掲書,pp.61-62 を参照。 
175 P. Kotler (2000) “Marketing Management : Millennium Edition, Tenth Edition”（恩蔵直人監訳(2001)『コト
ラーのマーケティング・マネジメント ミレニアム版(第 10 版)』ピアソン・エデュケーション）p.512 を
参照。 
176 ブランド名はそのままで、既存の製品カテゴリーに新しいサイズや味を加える。P. Kotler (2000)前掲書
p.512 より引用。 










































                                                                                                                                                                  
178 同じ製品カテゴリーに新しいブランド名を導入する。同前。 
179 新しいカテゴリーの製品に新しいブランド名をつける。同前。 
180 ブランド名に 2 つ以上の有名なブランド名を用いる。同前。 
181 K.L.Keller(2008)前掲書,p.595 より引用。 
182 同前。 
183 洪廷和(2009)「ブランド拡張における適合性概念の再検討」経営研究, 大阪市立大学, 60(1), pp.55-56 を
参照。洪(2009)は、1980 年代以降のブランド拡張研究は、既存ブランドの付与が新製品に及ぼす影響に関
する研究とブランド拡張により市場導入された新製品が既存ブランドに及ぼす影響に関する研究の大き
く 2 つに分けることができると言っている。 
184 洪廷和(2011)「ブランド拡張の研究課題」大阪市大論集,第 128 号, p.30 を参照。 


































                                                        
187 洪(2011)前掲書, p.31 を参照。 
188 D.A.Aaker (2004)”Brand Portfolio Strategy”（阿久津聡訳(2005)『ブランド・ポートフォリオ戦略』ダ
イヤモンド社）,p.206 を参照。ある会社に欠けている能力や資産を他の会社が持っている場合、提携によ
ってそれまで不可能だった新しい製品やサービスの提供とブランド構築活動がタイミングよく行える。 
189 洪(2011)前掲書, p.32 を参照。 
190 小川(2009)前掲書, p.648 を参照。小川(2009)は、上方向にブランド拡張を行うのをメガブランド化戦略
で、下方向に消費者ニーズやセグメントに細かく対応していくのをサブブランド化戦略としている。 
191 洪(2011)前掲書, p.33 を参照。 
192 小林哲(1994)「ブランド拡張の基本概念と戦略課題」経営研究, 第 45 巻, 第 3 号, pp.67-88 を参照。 
193 洪(2011)前掲書, pp.36-38 を参照。 
194 K.L.Keller(2008)前掲書,p.596 を参照。 
195 K.L.Keller(2008)前掲書,p.607 を参照。 



































                                                        






































                                                        
199 桑島 (2007)前掲書, p.1 より引用。 
200 桑島 (2007)前掲書, p.2 を参照。 





























                                                        
202 依田高典(1999)「ネットワーク外部性の経済理論（前）」経済セミナー(537)日本評論社 p.2 を参照。 
203 H. Leibenstein(1950)” Bandwagon, Snob, and Veblen Effects in the Theory of Consumers' Demand” The 
Quarterly Journal of Economics, Vol. 64, No. 2,p207 を参照。 
204 Veblen(1899)は、「高度に組織化されたあらゆる産業社会では、立派な評判を得るための基礎は、究極
的に金銭的な力に依存しており、金銭的な力を示し、高名を獲得したり維持したりする手段が、財の顕示
的消費である」と言っている。Veblen (1899)“The Theory of the Leisure Class”（高哲男訳（1998）『有閑
階級の理論』筑摩書房）p.99 より引用。 




センター共同研究, p.1 を参照。 
207 J. Baudrillard (1972) ”Pour Une Critique de Leconomie Politique du Signe” （今村仁司、宇波彰、桜井哲夫

































                                                        
208 桑島 (2007)前掲書, pp.4-5 を参照。 
209 桑島 (2007)前掲書, p.5 を参照。 
210 同前。 
211 R. S. Burt(1987) “Social Contagion and Innovation: Cohesion versus Structural Equivalence” American Journal 
of Sociology, Vol. 92, No. 6, pp.1289-1291 を参照。Burt(1987)の定義によると、直接結合とは直接的に深い繋
がりのある人間関係で、構造同値とは二者の保持している周囲の人間関係あるいは社会関係が同様である
状態をいう。 





























                                                        
213 Burt(1987)前掲書, p.1291 より引用。 
214 Burt(1987)前掲書, pp.1287-1335 を参照。 
215 桑島由芙(2008)「消費者間ネットワークと購買行動―スノッブ効果とバンドワゴン効果―」グローバル
ビジネスリサーチセンター, 赤門マネジメント・レビュー7 巻 4 号を参照。顕示性の強い商品であるブラ
ンド品を対象にして、消費者のパーソナル・ネットワークと消費所有の関係を調査し、分析を実施してい
る。 




いる。桑島由芙、小林大祐 (2005)「Web ネットワークにおけるクチコミ効果」東京大学 COE ものづく
り経営研究センター MMRC Discussion Paper No. 56 を参照。 




























                                                                                                                                                                  
ョンの普及』翔泳社）を参照。Rogers（1962）は、1962 年に DIFFUSION of INNOVATIONS を出した後、
研究成果をさらに追記する形で版を重ね、2003 年に 5th Edition を出している。 
219 首藤総一朗(2012)「Rogers のイノベーション普及理論の拡張－経営現象に適用するにあたって－」
Reitaku International Journal of Economic Studies Vol.20(1), pp.97-98 より引用。首藤（2012）によれば、1990
年から 2010 年までの期間において、「イノベーション」というワードがタイトルに入っている論文の総
数は 6,469 本であるが、その中で「普及」というワードも同時にタイトルに入っている論文の数は 79 本
と、わずか 1%程度でしかない。 
220 Rogers(2003)前掲書, p.8 より引用。 
221 同前。 




トウェアとしての側面があるとしている。Rogers(2003)前掲書, pp.17-18 を参照。 
























図 10 革新性に基づいた採用者カテゴリー 
                                                        
225 青池愼一 (2007)『イノベーション普及過程論』慶應義塾大学出版会, p.6 より引用。 
226 Rogers (2003)前掲書,p.25 を参照。マスメディア・チャンネルは、一人ないし少数のメッセージを多数
のオーディエンスに到達させることが可能なチャンネルであるとし、対人チャンネルとは対面的な情報交
換のことで、特に社会経済的地位や教育などの点で同等である個人をつなぐ上で有効であるとしている。 
227 Rogers (2003)前掲書,p.27 を参照。 
228 Rogers (2003)前掲書,pp.228-235 を参照。 
 45 
 






























                                                        
229 Rogers (2003)前掲書,p.229 より引用。 
















退期という 4 段階に分けることができる234。 
 








                                                        






235 新製品導入の初期段階で利益を確保しようとする価格付け戦略。小川孔輔(2009)前掲書, p.400 を参照。 
売上高











































図 13 ファッションビジネスの秋冬商戦 
（出所）筆者作成 





                                                        
237 9 月の 2012 年から 2014 年の 3 ヵ年の日別平均気温を気象庁過去の気象データよりグラフ化した。こ
れによると 9 月 23 日の秋分の日に急激に気温が下がっていることがわかる。 
 
238 ルミネでは、ルミネカード 10%オフキャンペーンが 2014 年 9 月 12 日（金）から 16 日（火）まで開催












































                                                        
239 11 月のマルイのマルコとマルオの 7 日間キャンペーンは 2014 年 11 月 19 日（水）から 25 日（火）ま
で開催予定となっている。 




















図 14 キャズム理論（テクノロジー・ライフサイクル） 
（出所）G. A. Moore ”CROSSING THE CHASM : Revised”より作成245 







                                                        
242 滝田(2004)前掲書, p.114 より引用。 
243 G. A. Moore (1999) 前掲書, p.5 を参照。 




245 Moore (1999) 前掲書, p.24 を参照。 



































247 Moore (1999) 前掲書, p.29 より引用。 
248 Moore (1999) 前掲書, p.30 を参照。唯一、アーリー・マジョリティにとって参考になる先行事例は、他
のアーリー・マジョリティであるが、そのアーリー・マジョリティは、有用な先行事例をいくつか見てか
らでなければ製品を購入しないという壁にぶつかる。これを Moore (1999)は、キャッチ 22(解決策を見出
せない理不尽な状況のこと)と呼ぶ。 
249 Moore (1999) 前掲書, pp.37-38 より引用。 
250 滝田(2004)前掲書, p.116 より引用。 
























                                                        
252 Moore (1999) 前掲書, pp.45-51 を参照。イノベーターが果たす役割は、製品やサービスが市場に浸透し
ていくための橋頭堡であり、初期段階における先行事例であり、機能改善を目的とした実験台である。 





言える。Rogers (2003)前掲書, p.229 を参照。 




256 Moore (1999) 前掲書, p.106 を参照。ホールプロダクトとは、顧客の目的を達成するために必要とされ
る一連の製品やサービスのことである。またベンダーが顧客に説明する製品の機能、つまり価値命題と、
製品が実際に発揮する機能とのあいだには差があるため、その差を埋めるために、本来の製品に各種のサ
ービスや補助的な製品を付け加えてホールプロダクトを作り出すと述べている。Moore (1999) 前掲書, 
p.180 より引用。 
257 Moore (1999) 前掲書, pp.107-108 を参照。クチコミ効果がないと、製品を売り込むのに苦労することに
なり、その結果、販売コストは上がり、売上は不安定になる。 


































                                                        
259 Moore (1999) 前掲書, p.111 より引用。さらに Moore (1999)は、この目標を達成するという強い意志が
伴わなければ、メインストリーム市場に到達するという可能性は低いと言っている。 
260 Moore (1999) 前掲書, p.61 を参照。Moore(1999)は、これをボーリングに例え、先頭のピンを倒せば、
それに続いて二番ピン（すなわち次のマーケット・セグメント）を倒すこともできるということから「ボ
ーリングレーン戦略」と名付けている。 
261 滝田(2004)前掲書, p.123 を参照。 
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第 4 章 ファッション産業のビジネスモデルとキャズムの関係 
 



























 第 1 章で議論したように、ファッション産業には 3 つの特徴がある。一つは、シーズン
性が存在するとともに本質的にトレンドに左右される流行商品を扱う点であり、二つ目は、
































                                                        
263 Corbellini & Saviolo (2009)が指摘するように、成功しうる戦略とは、企業を競争相手から差異化し、そ
の企業に独自の位置づけを与えるものであり、この独自性とは、特定の顧客層に特定の価値を提供できる
能力と結びついている。Corbellini & Saviolo (2009)”MANAGING FASHION AND LUXURY COMPANIES”
（長沢伸也/森本美紀訳（2013）『ファッション&ラグジュアリー企業のマネジメント』東洋経済新報社）
p.136 を参照。 
264 Corbellini & Saviolo (2009)前掲書, p.138 を参照。 
265 同前。また製品の使用場面も市場細分化に重要な要素となっている。 
266 Corbellini & Saviolo (2009)前掲書, p.139 を参照。小売チャネルの企業でも、最終消費者の特性によって、
子供服、紳士服、婦人服といった業種に区分される。 
267 Corbellini & Saviolo (2009)前掲書, pp.140-141 を参照。この価格セグメントは、単なる市場標準価格によ
る細分化を超えて、各セグメント内部で重要な成功要因を持つ異なったビジネスモデルの形成につながっ
ている。 








Corbellini & Saviolo（2009）は、これら 4 つの要素を結合させて、ファッションデザイナー
ズ・ブランド、ラグジュアリー・ブランド、プレミアム・ブランド、ファストファッショ
ン小売業者の 4 つにビジネスモデルを分類している270。本稿においては、これら 4 つの要
素と日本のマーケット状況を考慮して、ファッション産業のビジネスモデルを SPA ブラン








ボストンコンサルティンググループによって、2014 年 1 月 31 日に発表された世界のラ
グジュアリービジネス市場に関する調査レポート271によると、サービスも含めたラグジュ
アリー商品の市場は、約 1 兆 8,000 億ドルと推定される。そのうち従来型ラグジュアリー










                                                        
269 Corbellini & Saviolo (2009)前掲書,pp.161-180 を参照。 




271 ボストンコンサルティンググループ(2014) “Shock of the New Chic : Dealing with New Complexity in the 



























図 15 Prestige を求める消費者行動 
                                                                                                                                                                  
希少価値を中心として-」商学研究科紀要 70,早稲田大学大学院, p.71 を参照。 
274 Jackson & Haid (2002)前掲書, pp.161-172 より引用。 
275 Kapfere & Bastien (2009) “THE LUXURY STRATEGY”（長沢伸也訳（2011）『ラグジュアリー戦略』東
洋経済新報社）pp.72-73 より引用。 
276 Kapfere & Bastien (2009)前掲書, p.75 より引用。 
277 Veblen (1899) 前掲書を参照。 
278 Vigneron & Johnson (1999) “A Review and a Conceptual Framework of Prestige-Seeking Consumer Behavior” 




（出所）Vigneron & Johnson (1999)より引用279 




























                                                        
279 Vigneron & Johnson (1999)前掲書, p.4 より引用。 
280 同前。 
281 Phau & Prendergast (2000) “Consuming Luxury Brands : The relevance of the `Rarity Principle`” Journal of 
Brand Management, Vol.8, pp.122-138 を参照。 
282 延岡健太郎(2011)『価値づくり経営の論理』日本経済新聞出版社 p.100 より引用。 




図 16 意味的価値創出の 2 ステップ 

















                                                        
284 延岡(2011)前掲書, p.123 より引用。 




286 延岡(2011)前掲書, pp.122-126 を参照。ヒット曲やベストセラー小説、またアップルや任天堂の商品な
どを大量の顧客が同様に主観的な意味づけをする意味的価値によってヒットを生む事例としている。 
287 延岡(2011)は、顧客がもつ潜在的な暗黙知と製造企業との共創によって意味的価値は生まれると主張し














縦軸を利益率、横軸を販売量として 4 つの領域を設定する。 
 







































                                                        
289 株式会社三陽商会は、1965 年のバーバリーコートの日本における輸入販売を契機に、1970 年には日本
国内におけるバーバリー・ブランドのアパレル商品の企画・製造・販売についてバーバリーグループより
ライセンス供与を受け、また 1996 年にバーバリー・ブルーレーベル、1998 年にはバーバリー・ブラック
レーベルを立ち上げるなど、約半世紀に亘る積極的な事業拡大を通して、日本市場におけるバーバリー・ 

































4-3 SPA ブランドのビジネスモデル 
 ラグジュアリー・ブランドに続き本節では、SPA ブランドのビジネスモデルについて検





                                                        











が SPA つまり製造小売業のビジネスモデルである300。 
 
4-3-1 SPA ブランドの定義 




















ス成長の条件－日本流 SPA の挑戦－』繊研新聞社, P.16 を参照。 
301 同前。 





304 M.E.Porter(1985)前掲書, p.49 の価値連鎖の基本形を参考に作成。 




















図 19 ファッション事業運営の全体像 
（出所）筆者作成 
                                                        













































して実践する。さらに DB は MD や生産担当者と連携して、売れ筋商品の追加生産と配分















                                                        
307 AMA(アメリカ・マーケティング協会)によると、マーチャンダイジングとは、「マーケティング活動
における、最適な商品、サービスを、最適な場所と時期に、最適な数量と価格で取り扱うことに関する計
画」と定義されている。日本ファッション教育振興協会（2003）前掲書, p.90 より引用。 
308 各店ごとの売上規模や在庫状況に応じて、納品量の分配とタイミングを、アイテムごとに決定する業
務。日本ファッション教育振興協会（2003）前掲書, p.172 より引用。 
309 ビジュアルマーチャンダイジングとは、SI(ショップアイデンティティ)のさまざまな要素と、ショップ
のマーチャンダイジングを視覚的な手法に基づいて表現・演出すること。VMD と呼ばれることが多い。




























                                                        








 ブランドマネージャーのもと事業数値の責任を担うのがブランド MD である。ブランド
MD は全組織の要となる存在であり、このポジションがブランド事業の命運を握ることに
なる。ブランド MD には次の 2 つの重要な能力が求められる。1 つめは MD 設計力である。
前年に比べどの程度成長したのか、計画に対してどの程度達成できたのかをコントロール
するため、売上高、粗利金額、キャッシュフロー、消化率、既存店実績等の指標をもとに

























                                                        
311 商品や写真の貸し出し、取材のアレンジメント、記者発表、ショーや展示会の企画、デザイナーの秘




スタンダードな提案をするブランド「BEAUTY & YOUTH UNITED ARROWS」そして
BeHappy～ココロにいいオシャレな毎日～さまざまなライフスタイルにピッタリとフィッ









ッションビジネスの 3 つの特徴をもう一度思い出していただきたい。第 1 は、シーズン性
が存在するとともに本質的にトレンドに左右される流行商品を扱う点である。第 2 は、ア




うことを述べてきた。これら不良在庫と欠品という 2 つのロスの発生リスクこそ、SPA ブ
ランドにとって、メインストリーム市場へのスムーズな移行を阻害するキャズムであると
言えよう。では SPA ブランドではどのように事業計画を立案するのであろうか。 
                                                        
312 ユナイテッドアローズ公式ホームページ IR 情報より。https://www.united-arrows.co.jp/ir/store/index.html 
313 株式会社ユナイテッドアローズ有価証券報告書－第 26 期(平成 26 年 4 月 1 日－平成 27 年 3 月 31 日)
より。これは、長期的な目標として平成 25 年 5 月に新たに平成 34 年 3 月期（2022 年 3 月期）を最終年
度として策定された長期ビジョン「UA VISION2022」に基づいている。 
314 多くの企業が複数ブランドによるポートフォリオを活用してキャズムを越える中、ブランド単体とし
てキャズムを越えることに成功している企業も存在する。その代表的企業が ZARA であろう。ZARA の
ビジネスモデルでは、ターゲットの設定において、多くのブランドが世代で自ブランドの対象顧客を設定
する中、最先端のファッショントレンドをイノベーター、アーリー・アダプター、アーリー・マジョリテ


































                                                        
315 正規上代消化率とも言われる。プロパーとは商品を定価で売り上げた数量・金額のこと。



































































ためには、適正な仕入と高い換金率が必要となる。3 つめの MD 業務は効率性の追求であ
る。有効活用されていない資産（在庫）は保有しないことが重要であり、機会ロスと在庫
ロスを逓減させることが求められる。収益性と効率性においては ROI がその指標となる。 
 
商品版 ROI＝売上総利益 ÷ 仕入金額（投資額） 




















































れ筋商材の S ランクの商品を豊富に持つ必要がある。そのため初回発注においては MD が
ランキング MD を運用して適正な発注を実行することが求められる。同時に主となる可能
































































































                                                        
317 日本政策金融公庫(2010)「中小アパレル産業における事業上のリスクコントロールのための基本戦略～
消費者主導で急速に変化する流行市場への対応策～」日本公庫総研レポート NO.2010-2、橋本雅隆(2008)
「我が国のアパレル業界の構造と特徴その 1」横浜商大論集 41(2), 185-204, 横浜商科大学、橋本雅隆(2009)
「我が国のアパレル業界の構造と特徴その 2」横浜商大論集 42(2), 81-101, 横浜商科大学を参照。 
318 藤田健、石井淳蔵(2000)「ワールドにおける生産と販売の革新 (<特集> 開発・生産・営業のインター
フェイス)」國民經濟雜誌 182(1), 49-67, 神戸大学、越後修、袴田輝(2008)「「深さ」を追求する顧客創造
(1) : ユナイテッドアローズの情報マネジメント」開発論集 82, 83-112, 北海学園大学、越後修、袴田輝
(2009)「「深さ」を追求する顧客創造(2) : ユナイテッドアローズの情報マネジメント」開発論集 83, 59-98, 
北海学園大学を参照。 




































                                                        

































323 Charles C. Ragin (1987) “The Comparative Method: Moving beyond Qualitative and Strategies, University of 







































                                                        
325 石田淳(2010)「テーマ別研究動向（質的比較分析研究〔QCA〕）」社会学評論 61(1), p.93 を参照。 
326 石田(2010)前掲書, p.93 より引用。 
327 田村(2015)前掲書, p.2 を参照。 























この分類方法に基づき、表 6 のように 5 つのカテゴリーからそれぞれ 3 社ずつ事例選択を
行った。 
表 6 カテゴリー別事例選択企業 
                                                        
329 日本政策金融公庫 (2010)「中小アパレル産業における事業上のリスクコントロールのための基本戦略
～消費者主導で急速に変化する流行市場への対応策～」日本公庫総研レポート NO.2010-2, P.2 より引用。 
330 日本政策金融公庫 (2010)前掲書, P.2 より引用。 
331 このアパレル企画卸売業者が小売業者に納品する取引形態を卸取引という。 




















































表 7 は、15 の事例ごとの 7 つの原因条件の元データである。本研究で使用している財務
諸表データは、各企業のホームページ IR 情報及び金融庁 EDINET335から平成 26 年度のも
のを入手している。 
表 7 事例別原因条件の元データ-1 
 
表 8 事例別原因条件の元データ-2 
 
                                                        


















PRADA グローバルラグジュアリー 70.3% 28.2% 36.5% - 4.4% 1,751 494 1,258 884 373 594
COACH グローバルラグジュアリー 66.0% 31.4% 5.9% - 5.0% 4,806 1,509 3,297 2,177 1,120 503
Salvatore Ferragamo グローバルラグジュアリー 73.1% 36.9% 29.0% - 5.1% 957 353 603 435 169 375
GAP グローバルSPA 65.9% 61.0% - 7.9% 3.9% 16,148 9,855 6,293 4,144 2,149 3,280
Inditex グローバルSPA 60.4% 40.7% 16.1% 9.9% - 16,724 6,802 9,923 5,997 3,926 6,683
ファーストリテイリング グローバルSPA 78.5% 49.4% 13.4% 10.0% 4.4% 1,382,935 683,162 699,773 569,371 130,402 2,982
ワールド 企画＋卸＋小売 96.9% 43.4% 15.1% 17.1% 2.3% 317,337 137,861 179,476 173,834 5,642 3,862
TSIホールディングス 企画＋卸＋小売 101.2% 49.4% 12.1% 11.8% - 181,972 89,973 91,999 93,127 -1,128 2,200
三陽商会 企画＋卸＋小売 86.3% 51.5% 21.5% 3.7% 4.6% 106,350 54,792 51,558 44,505 7,053 1,653
アダストリア 企画＋小売 93.2% 44.6% 15.6% 17.2% 3.1% 153,273 68,404 84,869 79,107 5,762 1,356
しまむら 企画＋小売 74.8% 67.7% 8.9% 5.3% 2.6% 501,898 339,736 162,162 120,294 41,868 1,931
ユナイテッドアローズ 企画＋小売 80.1% 46.7% 10.3% 12.5% 1.9% 128,489 59,997 68,492 54,843 13,649 242
グンゼ 企画＋卸 87.6% 75.1% 5.4% - 1.4% 142,425 107,007 35,418 31,043 4,375 8
クロスプラス 企画＋卸 125.2% 81.3% 5.9% 3.4% - 78,490 63,781 14,709 18,380 -3,671 40












PRADA 1 1 594 70.3% 36.5% - 4.4%
COACH 1 1 503 66.0% 5.9% - 5.0%
Ferragamo 1 1 375 73.1% 29.0% - 5.1%
GAP 1 1 3280 65.9% - 7.9% 3.9%
Inditex 1 0 6683 60.4% 16.1% 9.9% -
ファーストリテイリング 1 0 2982 78.5% 13.4% 10.0% 4.4%
ワールド 0 1 3862 96.9% 15.1% 17.1% 2.3%
TSIホールディングス 0 1 2200 101.2% 12.1% 11.8% -
三陽商会 1 1 1653 86.3% 21.5% 3.7% 4.6%
アダストリアホールディングス 0 1 1356 93.2% 15.6% 17.2% 3.1%
しまむら 0 0 1931 74.8% 8.9% 5.3% 2.6%
ユナイテッドアローズ 0 1 242 80.1% 10.3% 12.5% 1.9%
グンゼ 0 0 8 87.6% 5.4% - 1.4%
クロスプラス 0 0 40 125.2% 5.9% 3.4% -















によって、店舗数は 1,000 店舗以上か否かによって、1 と 0 の 2 値を与えた。また、fm 比
率及び各販売管理費の売上高に対する比率は、15 の事例の平均値以上か否かで 1 と 0 の 2
値を与えた。表 9 は、クリスプ集合型のデータ行列である。素条件つまり単独条件は、ク
リスプ集合の場合、その条件が存在すれば 1、存在しなければ 0 になる。また結果の列は、
ある一定の規模を獲得することによって、スケールメリットを働かせ、原価率を軽減し、
固定費を捻出するに十分な限界利益を計上できていれば 1、そうでなければ 0 である。 
表 9 クリスプ集合型のデータ行列 
 





いずれの因果経路も 1.00 と高い整合性を示している337。 
表 10 真理表 
                                                        
336 クリスプ集合では、集合に入る成員資格は完全か不完全かのいずれかである。つまり、クリスプ集合
は、集合の境界が明確に固定されている集合であるため有界集合である。したがって、その成員スコアは
1 か 0 になる。田村(2015)前掲書, p.35 を参照。 
337 真理表分析が、経験データによってどの程度に支持されるかは、整合性と被覆度の 2 側面がある。整
合性は、原因条件の各構成パターンが結果への十分条件である点で、どの程度に整合的であるかを示した
ものである。また被覆度は、一つの原因条件あるいはその構成が結果を説明する程度を示したものである。















PRADA 1 1 0 1 1 0 1 1
COACH 1 1 0 1 0 0 1 1
Ferragamo 1 1 0 1 1 0 1 0
GAP 1 1 1 1 0 0 1 1
Inditex 1 0 1 1 1 1 0 1
ファーストリテイリング 1 0 1 1 0 1 1 1
ワールド 0 1 1 0 0 1 0 0
TSIホールディングス 0 1 1 0 0 1 0 0
三陽商会 1 1 1 0 1 0 1 1
アダストリアホールディングス 0 1 1 0 0 1 0 0
しまむら 0 0 1 1 0 0 0 1
ユナイテッドアローズ 0 1 0 1 0 1 0 1
グンゼ 0 0 0 0 0 0 0 0
クロスプラス 0 0 0 0 0 0 0 0














表 11 真理表分析の最簡解の論理式 
 
 ここで、キャズムを越えて高い利益成長を続ける 6 種の経路について、それぞれの論理
式を改めて確認してみよう。 












                                                        
338 賃借料に経費をかけていないことから、店舗は直営店ではなく、百貨店での展開が想定される。百貨
店では、家賃ではなく、買取り、委託、売上仕入の 3 種類の取引形態がある。日本ファッション教育振興



























1 1 1 1 0 0 1 1 1 1.00
1 1 1 0 1 0 1 1 1 1.00
1 1 0 1 0 0 1 1 1 1.00
1 0 1 1 1 1 0 1 1 1.00
1 0 1 1 0 1 1 1 1 1.00
0 1 0 1 0 1 0 1 1 1.00
0 0 1 1 0 0 0 1 1 1.00
1 1 0 1 1 0 1 2 0 0.50
0 0 0 0 1 0 0 1 0 0.00
0 0 0 0 0 0 0 2 0 0.00




global*outlet*fm*~personnel*~rent*advertising 0.250000 0.250000 1.000000
~global*~outlet*store*fm*~personnel*~rent*~advertising 0.125000 0.125000 1.000000
~global*outlet*~store*fm*~personnel*rent*~advertising 0.125000 0.125000 1.000000
global*~outlet*store*fm*personnel*rent*~advertising 0.125000 0.125000 1.000000
global*outlet*store*~fm*personnel*~rent*advertising 0.125000 0.125000 1.000000































表 12 ユナイテッドアローズの沿革 
（出所）ユナイテッドアローズ公式ホームページより筆者作成340 
                                                        
339 ユナイテッドアローズへのヒアリングは、2001 年から 2014 年まで同社に在籍し、人財開発グループ
























































2009年 9月 自社運営通販サイト「UNITED ARROWS LTD. ONLINE STORE」をオープン。







2010年 10月 ユナイテッドアローズウィメンズが、新チャネルテレビ通販「SHOP CHANNEL」に進出。
2010年 12月 （株）ペレニアル ユナイテッドアローズを清算結了。
2011年 2月 ユナイテッドアローズウィメンズがオンリーショップとして百貨店への進出をスタート。兵庫県神戸市中央区「大丸神戸店」内にオープン。
2011年 3月
「アナザーエディション」「オデット エ オディール ユナイテッドアローズ」「ジュエルチェンジズ」3ストアブランドミックスによる「アーキペラゴ ユナイテッドアローズ」をスタート。1
号店を福岡県福岡市博多区博多駅直結「博多阪急」内にオープン。
2011年 10月
老舗文房具専門店「銀座・伊東屋」とのコラボレートコーナー「itoya WITH UNITED ARROWS」を、有楽町の「阪急MEN'S TOKYO」内にオープン。初のライ
センス事業を開始。







野村不動産株式会社の住宅シリーズ「PROUD」と「UNITED ARROWS」ライセンスとの共同提案による住空間「PROUD with UNITED ARROWS」をスター
ト。ライセンス事業による初の重提案を開始。
2012年 9月
ビューティ＆ユース ユナイテッドアローズ事業のメンズオリジナル企画レーベル「モンキータイム」の単独店舗「モンキータイム ビューティ＆ユース ユナイテッドアローズ」を
スタート。1号店を「ルミネエスト新宿」内にオープン。
2013年 4月
ビューティ＆ユース ユナイテッドアローズ事業がニューヨーク発セレクトショップ「スティーブン アラン」の日本における店舗展開をスタート。1号店を「ビューティ＆ユース ユ
ナイテッドアローズ 渋谷公園通り店」B1Fにオープン。
2013年 8月 台湾での事業展開に向けて台湾聯合艾諾股份有限公司（UNITED ARROWS Taiwan LTD.)を子会社として設立。
2013年 9月 （株）コーエンの直営通販サイト「coen ONLINE STORE」をオープン。
2013年 9月 （株）コーエンの大型旗艦店 「コーエン ジェネラルストア」1号店を、東京都新宿区「西武 新宿ペペ」内にオープン。
2013年 10月 ユナイテッドアローズ事業初となる海外直営店「ユナイテッドアローズ 台北店」を、台湾台北市に路面店でオープン。














表 12 は、1989 年 10 月にユナイテッドアローズが設立されてからの変遷を時系列にまと
めたものである。図 24 が示す通り、同社は一貫して売上高を成長させている。その中で、






続く大きな成長は、2001 年から 2004 年にかけてのⅡの時期である。ここでは、アウト
レットモールへの出店およびウィメンズストアブランド「チェンジズユナイテッドアロー
ズ」、ウィメンズストアブランド「アナザーエディション」、メンズブランド「時しらず」、
そしてウィメンズの靴とバッグのセレクトショップ「オデット エ オディール ユナイテッ
ドアローズ」のスタートに着手している。それまでのメンズを中心としたターゲット設定
をレディースに拡大し、さらに消費者のライフスタイルの変化に対応して雑貨関連商品へ
とプロダクトの幅を広げている。2004 年 3 月のこの時点で、店舗数は 56 店舗となり、1
                                                        
341 ユナイテッドアローズの有価証券報告者は、第 7 期（1996 年 3 月期）より閲覧が可能。またそれ以前













「UNITED ARROWS LTD. ONLINE STORE」のオープンや「ユナイテッドアローズ原宿本
店メンズ館」のリニューアルオープン等経営改革に着手する。そして 2010 年以降のⅣの時
期は、新チャネルのテレビ通販、駅ナカ、高速道路のサービスエリア・パーキングエリア
への出店や、老舗文房具専門店、不動産会社とのコラボレーションに取組み、2015 年 3 月












表 13ユナイテッドアローズ年度別原価率及び期末店舗数推移（売上高/原価/売上総利益 単位：百万円） 
（出所）ユナイテッドアローズ IR 情報344より筆者作成 
 
                                                        
343 出店に伴う投資を可能にするため、2002 年 3 月に東京証券取引所市場第二部に株式を上場し、翌 2003
年 3 月には東京証券取引所市場第一部に銘柄を指定するに至っている。 






















売上高 6,244 7,955 9,662 14,333 17,016 19,314 26,943 35,271 42,903 46,330
原価 3,108 3,912 4,712 6,550 7,573 9,125 12,505 16,417 20,181 21,694
原価率 49.8% 49.2% 48.8% 45.7% 44.5% 47.2% 46.4% 46.5% 47.0% 46.8%
売上総利益 3,136 4,043 4,950 7,783 9,443 10,189 14,438 18,854 22,722 24,636
販管費 2,269 3,220 3,899 5,280 7,065 8,558 10,473 14,030 17,481 18,556
営業利益 867 823 1,051 2,503 2,378 1,631 3,965 4,824 5,241 6,080
期末店舗数 12 15 16 18 24 31 37 45 56 67




 表 13 は、ユナイテッドアローズの規模の増加を示す年度期末の店舗数の推移と、各年度
の原価率を示したものである。1996 年度から 1998 年度の原価率は 49.8%から 48.8%と微減
であるのに対し、1998 年度から 1999 年度にかけて、48.8%から 45.7%と大きく低減し、売
上総利益を飛躍的に拡大させている。これはまさに、「ユナイテッドアローズ」1 ブランド
















































売上高 52,610 58,666 69,560 76,582 78,657 85,090 95,406 106,605 118,212 118,657
原価 24,312 26,914 34,137 37,617 38,238 40,364 43,770 49,106 55,624 57,744
原価率 46.2% 45.9% 49.1% 49.1% 48.6% 47.4% 45.9% 46.1% 47.1% 48.7%
売上総利益 28,298 31,752 35,423 38,965 40,419 44,726 51,636 57,499 62,588 60,913
販管費 20,811 24,604 30,686 34,127 34,627 37,600 42,237 45,955 49,568 50,121
営業利益 7,487 7,148 4,737 4,838 5,792 7,126 9,399 11,544 13,020 10,792
期末店舗数 79 105 128 138 153 161 185 208 231 242





図 25 ユナイテッドアローズ年度別主要販管費の推移 
（出所）ユナイテッドアローズ有価証券報告書より筆者作成 
 
図 26 ユナイテッドアローズ年度別主要販管費構成比 
（出所）ユナイテッドアローズ有価証券報告書より筆者作成 
図 25 は、ユナイテッドアローズの 2000 年度以降の主要販管費である人件費、賃借料、宣
伝販促費、減価償却費の推移をグラフで示したものである。スタッフの人件費及び商品や
サービスを提供する場としての店舗の賃借料に販管費の多くを費やしていることが見てと







































事業協会, 第 1 部第 4 章, p.103 より引用。織物は以下「布帛」、編物は以下「ニット」と呼ぶ。 
348 同前。ニットは、このループの形成方向によって経編と緯編に分類される。また丸編機によってジャ


















                                                        
349 中小企業基盤整備機構(1995)「ニットアパレル 3 工場生産と製作技術」繊維産業構造改善事業協会, 第





改善事業協会, 第 3 部第 3 章, p.289 より引用。 
352 中小企業基盤整備機構(1995)「ニットアパレル 3 工場生産と製作技術」繊維産業構造改善事業協会, 第
3 部第 2 章, p.144 より引用。 
353 中小企業基盤整備機構(1995)「ニットアパレル 3 工場生産と製作技術」繊維産業構造改善事業協会, 第























































































































































                                                        
354 中小企業基盤整備機構(1995)「ニットアパレル 3 工場生産と製作技術」繊維産業構造改善事業協会, 第
2 部第 2 章, pp.70-71 を参照。 
355 中小企業基盤整備機構(1995)「ニットアパレル 3 工場生産と製作技術」繊維産業構造改善事業協会, 第




産総数の時間との合計時間の 1 枚あたりの比で表す。通常 300 枚を 1.00 とした場合、50 枚ロットでは 1.03
～1.06 程度で算出する。 
































なる 2/48 梳毛362の場合、今回アークインターナショナル株式会社では、5 トン購入で 1kg
単価 33.5US$、10 トン購入で 1kg 単価 26US$での交渉となった。5 トンと 10 トンで 22.38%
の原材料のコスト減がスケールメリットとして働くことになる。同社の販売先は、本章第
1 節で分類した「企画＋小売」カテゴリーの企業で、通常ニット製品の原材料の場合 5 ト
ンでも 1 社あたりとしては過剰な水準となる。そこで同社は、他の販売先数社分と抱き合












                                                                                                                                                                  
り形式で実施。同社は、スポーツウェアに特化した OEM 生産で企画＋卸＋小売カテゴリーのスポーツア
パレル企業や企画＋小売カテゴリーの企業に商品供給をしている。 










サイト iFinance HP（http://www.ifinance.ne.jp/glossary/business/bus020.html）より。 
361 ハイゲージニットは細い糸でしっかりと編んである、網目の細かい薄手のニットのこと。 




ンドの OEM 生産に携わっている。U ブランドの場合、布帛製品の 1 型あたりのロット生
産量は約 5,000 枚が平均である。ニット製品の原材料は糸のため重量で計算されるのに対
し、布帛製品の原材料は生地の反数で計算される364。1 反の生地から作れる女性用ブラウ
スの着数は、要尺365にもよるが、一般的に 65 枚程度である。仮に U ブランドで試算する
と 5,000枚生産するために必要な生地は約 77反となる。通常1型あたり 3色展開するので、
1 型あたりの生地は 20 反から 30 反ずつ必要になる。アークインターナショナル株式会社
では 20 反を超えると 1m 単価が通常 1,000 円のものは、スケールメリットにより 700 円で
仕入れることが可能となる。逆に、展開店舗数が少なく 1 型 1 色あたり最低限の 65 枚で生
産すると、通常 1m 単価の 1,000 円で仕入れることになる。ただし、アークインターナシ
ョナル株式会社では布帛の場合、いくら反数を多く発注したからといって、1m 単価が半










図 28 アパレル布帛製品を扱う工場の稼働効率 
（出所）三井物産インターファッション株式会社へのヒアリング調査より 
 図 28 は、1 ライン 50 名の布帛製品を取り扱う工場の時間ごとの生産数量の推移と、損
益分岐点の関係を示したものである。1990 年代後半の SPA 業態の出現以降、アパレル企
業から依頼される発注から納品までの日数は年々短期化している366。生産数量に関わらず、
納品までの日数は変わらないため、ラインごとに損益分岐点に達するまでの期間に工場の
                                                        
364 1 反は 46m~50ｍの長さが一般的である。 
365 1 着の衣服を作るために必要となる生地の長さのこと。 
366 三井物産インターファッション株式会社によると、それ以前は原材料が揃ってから納品までは 40 日か
ら 60 日あった。SPA 業態が出現してからは、売れてから作るまたはなるべく販売時期に近づけて作るよ
うになった。そのためオーダーを受けてから納品までの日数は約 7 日間まで短期化している。 
B品率(ロス)を下げる


















































370 上田(2010)前掲書, p.2 より引用。 
371 同前。 






















表 15 生産数量とコストの関係（各社へのヒアリング調査より筆者作成） 
 










生産数量 1,000枚以上 500～1,000枚 300枚未満
原産国 中国 中国 中国
コスト ¥3,370 ¥3,500 ¥3,680
希望小売価格 ¥12,000 コスト率 28.1% コスト率 29.2% コスト率 30.7%
（出所）アークインターナショナル株式会社より
企業名 ブランド名
生産数量 300枚以上 100枚～300枚 100枚未満
原産国 中国 中国 国内
コスト ¥10,000 ¥12,000 ¥15,000
希望小売価格 ¥70,000 コスト率 14.3% コスト率 17.1% コスト率 21.4%
（出所）株式会社ウノテキスタイルより
企業名 ブランド名
生産数量 300枚以上 100枚～300枚 100枚未満
原産国 中国 中国 国内
コスト ¥6,500 ¥7,000 ¥7,500













生産数量 1,000枚以上 500～1,000枚 300枚未満
原産国 中国 中国 中国
コスト ¥2,250 ¥2,350 ¥2,470
希望小売価格 ¥7,800 コスト率 28.8% コスト率 30.1% コスト率 31.7%
（出所）アークインターナショナル株式会社より
企業名 ブランド名
生産数量 1,000枚以上 500～1,000枚 300枚未満
原産国 中国 中国 中国
コスト ¥4,300 ¥4,500 ¥4,750
希望小売価格 ¥15,000 コスト率 28.7% コスト率 30.0% コスト率 31.7%
（出所）アークインターナショナル株式会社より
企業名 ブランド名
生産数量 1,000枚以上 500～1,000枚 300枚未満
原産国 中国 中国 中国
コスト ¥4,850 ¥5,150 ¥5,400
希望小売価格 ¥18,000 コスト率 26.9% コスト率 28.6% コスト率 30.0%
（出所）アークインターナショナル株式会社より
企業名 ブランド名
生産数量 30,000枚 5,000枚 1,000枚
原産国 中国 中国 中国
コスト ¥1,200 ¥1,500 ¥1,600
希望小売価格 ¥5,900 コスト率 20.3% コスト率 25.4% コスト率 27.1%
（出所）株式会社セクレより
企業名 ブランド名
生産数量 30,000枚 5,000枚 1,000枚
原産国 中国 中国 中国
コスト ¥1,000 ¥1,200 ¥1,300
希望小売価格 ¥4,900 コスト率 20.4% コスト率 24.5% コスト率 26.5%
（出所）株式会社セクレより
企業名 ブランド名
生産数量 30,000枚 5,000枚 1,000枚
原産国 中国 中国 中国
コスト ¥700 ¥800 ¥900
希望小売価格 ¥2,900 コスト率 24.1% コスト率 27.6% コスト率 31.0%
（出所）株式会社セクレより
企業名 ブランド名
生産数量 10,000枚 3,000枚 500枚
原産国 中国 ベトナム 日本
コスト ¥1,900 ¥2,000 ¥2,200
希望小売価格 ¥7,900 コスト率 24.1% コスト率 25.3% コスト率 27.8%
（出所）株式会社セクレより
企業名 ブランド名
生産数量 10,000枚 3,000枚 500枚
原産国 中国 ベトナム 日本
コスト ¥1,400 ¥1,600 ¥1,800
希望小売価格 ¥5,900 コスト率 23.7% コスト率 27.1% コスト率 30.5%
（出所）株式会社セクレより
企業名 ブランド名
生産数量 10,000枚 3,000枚 500枚
原産国 中国 ベトナム 日本
コスト ¥1,200 ¥1,200 ¥1,500






































                                                        
376 ここでのコスト率とは、コスト金額を希望小売価格で除したものとする。 
377 アセアン諸国の課題として、生産ロットの大きさと、リードタイムの長さ、通関手続きの煩雑さを上





生産数量 300枚以上 100枚～300枚 100枚未満
原産国 中国 中国 国内
コスト ¥9,000 ¥11,000 ¥13,000
希望小売価格 ¥40,000 コスト率 22.5% コスト率 27.5% コスト率 32.5%
（出所）株式会社ウノテキスタイルより
企業名 ブランド名
生産数量 300枚以上 100枚～300枚 100枚未満
原産国 中国 中国 国内
コスト ¥5,000 ¥6,000 ¥7,000




生産数量 2,000枚以上 500枚～1,000枚 500枚未満
原産国 中国 中国 国内
コスト ¥3,500 ¥4,500 ¥6,500
希望小売価格 ¥21,000 コスト率 16.7% コスト率 21.4% コスト率 31.0%
（出所）株式会社ウノテキスタイルより
企業名 ブランド名
生産数量 2,000枚以上 500枚～1,000枚 500枚未満
原産国 中国 中国 国内
コスト ¥2,800 ¥3,800 ¥5,800
















































































 そして 4 つ目の環境変化として、エコロジーへの対応をあげた。今日の消費者は、モノ
                                                        
379 本稿第 5 章を参照。 
380 本稿第 1 章において、ファッション産業を取り巻く環境変化を、ファッション消費者自身の進化、IT



































(1987)「戦略経営論に関する一考察」岡山大学経済学会雑誌, 第 19 巻(1 号), p.4 より引用。 
382 K.L.Keller(2008)前掲書,p.595 より引用。 
383 同前。 















 表 16 は、PRADA の 2014 年度及び 2013 年度 2 ヵ年の財務データである。PRADA の損
益計算書を見ると、すべての項目で成長を果たしている。また自己資本比率も高く、流動




表 16 PRADA 指標 
（出所）Financial Reports より筆者作成 
 




っている。Kapfere & Bastien (2009)前掲書, pp.244-250 を参照。 
386 Kapfere & Bastien (2009)前掲書, p.247 を参照。 
387 本稿第 5 章においてカテゴリー別財務諸表分析を行ったが、グローバルラグジュアリーカテゴリーの
原価率平均は 34.6%、グローバル SPA の平均 49.4%と比較しても PRADA の原価率の低さがうかがえる。 
■損益計算書DATA （単位：thousands of EUR） ■貸借対照表DATA （単位：thousands of EUR）
2014年度 2013年度 前年比 2014年度 2013年度 前年比
売上 3,587,347 3,297,219 108.8% 流動資産 1,461,596 1,387,449 105.3%
原価 938,698 920,678 102.0% 固定資産 2,426,696 1,997,830 121.5%
売上総利益 2,648,649 2,376,541 111.4% 資産合計 3,888,292 3,385,279 114.9%
販売費及び一般管理費 1,709,412 1,486,760 115.0% 流動負債 706,475 742,062 95.2%
営業利益 939,237 889,781 105.6% 固定負債 480,277 312,725 153.6%
経常利益 922,896 883,616 104.4% 純資産 2,701,540 2,330,492 115.9%
純利益 627,785 625,681 100.3% 負債純資産合計 3,888,292 3,385,279 114.9%
■収益性指標 ■安全性指標
2014年度 2013年度 前年比 2014年度 2013年度 前年比
売上高売上総利益率 73.8% 72.1% 102.4% 自己資本比率 69.5% 68.8% 100.9%
売上高営業利益率 26.2% 27.0% 97.0% 流動比率 206.9% 187.0% 110.7%
売上高経常利益率 25.7% 26.8% 96.0% 固定比率 89.8% 85.7% 104.8%
売上高純利益率 17.5% 19.0% 92.2% ■成長性指標
ROE 23.2% 26.8% 86.6% 2014年度 2013年度 前年比
ROA 16.1% 18.5% 87.4% 売上 3,587,347 3,297,219 108.8%
fm比率 64.5% 62.6% 103.2%
原価率 26.2% 27.9% 93.7%
■店舗数 （単位：百万円）
2014年度 2013年度 前年比
店舗数 540 461 117.1%

























1980 年代以降の PRADA の成長は、事業戦略としてのブランド拡張にあると言える。1988
年にレディースラインを発表した後、1993 年にはセカンドラインの MIU MIU を発表した
389。続く 1994 年にメンズコレクションを開始し、1998 年には PRADA SPORTS を発表して, 
その秋には続けざまにアクティブスポーツという新ラインを登場させている。さらに 1999
年以降は、HELMUT LANG、JIL SANDER、イギリスの靴ブランド CHURCHS を買収し規
模の拡大を図っている。 
 PRADA のブランド拡張には、ファーストラインの皮革製品からシューズ、ウェア、サ
ングラス、メンズといった水平方向へのブランド拡張と、セカンドライン MIU MIU のよ
うな垂直方向へのブランド拡張の 2 方向がある。本稿第 4 章ラグジュアリー・ブランドの
ビジネスモデルで論じたように390、ファーストラインに関しては、希少性や高価格、官能
性、創造性、細部へのこだわりを追求するため大量生産は避けねばならない。セカンドラ
                                                        
388 PRADA の事例研究は、PRADA GROUP “Annual Report 2013”に基づくものである。 
389 MIU MIU のブランド名は、ミウッチャの幼少時の愛称に由来している。PRADA GROUP “Annual Report 








































                                                        
391 Hofer, C. W. and Schendel, D.(1978) “Strategy Formulation : Analytical Concept”, West Publishing Company 

































 表 17 は、COACH の 2014 年度及び 2013 年度 2 ヵ年の財務データである。COACH の原





表 17 COACH 指標 
（出所）Financial Reports より筆者作成 
 
 検証対象の COACH は、1941 年にニューヨークマンハッタンの小規模なロフトで 5 人の
職人が始めた事業である。職人の 1 人が野球のグローブのような革を使って財布やベルト
を作ったら、どんなに丈夫で機能的なものができるであろうかという発想から作られた。
非常に堅牢で丈夫そうな革を使った製品が COACH ブランドのルーツである。その後 1962
年にクリエイティブディレクターのボニー・カシンが入社し、初めてハンドバッグを作る
ことになる。そして 1973 年に今でも COACH のコアなシルエットとして位置づけられてい
る「ダッフルサック」が発表されるのである。これが COACH にとっての 1 番目のイノベ
                                                        
392 COACH の事例研究は、コーチ・ジャパン合同会社前田 VP へのインタビュー調査を 2013 年 7 月 9 日
に実施した。 
393 アクセシブルラグジュアリーの市場では、マイケル・コース、ケイトスペードといったブランドの台
頭により成長著しい COACH の成長にも陰りが見られた。YUCASEE media 2014 年 6 月 20 日を参照。 
■損益計算書DATA （単位：US1,000＄） ■貸借対照表DATA （単位：US1,000＄）
2014年度 2013年度 前年比 2014年度 2013年度 前年比
売上 4,806,226 5,075,390 94.7% 流動資産 1,855,217 2,070,947 89.6%
原価 1,509,263 1,377,242 109.6% 固定資産 1,807,914 1,460,950 123.7%
売上総利益 3,296,963 3,698,148 89.2% 資産合計 3,663,131 3,531,897 103.7%
販売費及び一般管理費 2,176,889 2,173,607 100.2% 流動負債 813,118 722,510 112.5%
営業利益 1,120,074 1,524,541 73.5% 固定負債 429,360 400,229 107.3%
経常利益 1,122,255 1,520,526 73.8% 純資産 2,420,653 2,409,158 100.5%
純利益 781,336 1,034,420 75.5% 負債純資産合計 3,663,131 3,531,897 103.7%
■収益性指標 ■安全性指標
2014年度 2013年度 前年比 2014年度 2013年度 前年比
売上高売上総利益率 68.6% 72.9% 94.1% 自己資本比率 66.1% 68.2% 96.9%
売上高営業利益率 23.3% 30.0% 77.6% 流動比率 228.2% 286.6% 79.6%
売上高経常利益率 23.4% 30.0% 77.9% 固定比率 74.7% 60.6% 123.2%
売上高純利益率 16.3% 20.4% 79.8% ■成長性指標
ROE 32.3% 42.9% 75.2% 2013年度 2012年度 前年比
ROA 21.3% 29.3% 72.8% 売上 4,806,226 5,075,390 94.7%
fm比率 66.0% 58.8% 112.3%
原価率 31.4% 27.1% 115.7%
■店舗数 （単位：百万円）
2014年度 2013年度 前年比
店舗数 1,014 953 106.4%














 1979 年に COACH ブランドの中興の祖と言うべき現会長のルー・フランクフォートが




事業をスタートさせたのである。ここが COACH のターニングポイントであり、2 番目の
イノベーションと考えることができる。 
 さらに 2000 年にはニューヨークのストックマーケットに上場を果たし、2011 年には香
港の証券取引所にも上場している。それまでのプライベートカンパニーからパブリックカ















パのラグジュアリー・ブランドのハンドバッグは裾野の価格帯で 10 万円、高い物は 100
万円近くのものまで存在する。一方日本国内のサザビーや吉田鞄などは 2 万円程度で購入
することができる。10 年前までは 2 万円のハンドバッグの次は 10 万円のハンドバッグで
 106 
 















反するものではなく、連動することであると考えている。COACH では 2013 年 4 月に開業


















































る。ファーストリテイリングは、2001 年 9 月に海外進出を英国でスタートした。2014 年 8
                                                        
394 レザーは動物の体の大きさ以上は原材料として使用できないためコストは高くなり、大量生産には向
かない。 
395 Moore (1999) 前掲書, p.16 を参照。 
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オリー、コントワー・デ・コトニエ、プリンセス タム・タム、J Brand など複数のブラン
ドを展開している。1998 年に都心への出店を開始すると同時に、フリースキャンペーンを
展開し、日本中にユニクロブームを巻き起こした。その後はショッピングモールへの出店
                                                        
396 ファーストリテイリングの事例研究は、文献調査及び株式会社ファーストリテイリング山崎様への
2014 年 3 月 7 日のインタビュー調査に基づくものである。 
■損益計算書DATA （単位：百万円） ■貸借対照表DATA （単位：百万円）
2014年度 2013年度 前年比 2014年度 2013年度 前年比
売上 1,382,935 1,142,971 121.0% 流動資産 717,037 637,537 112.5%
原価 683,161 577,826 118.2% 固定資産 275,270 263,670 104.4%
売上総利益 699,773 565,145 123.8% 資産合計 992,307 901,208 110.1%
販売費及び一般管理費 545,195 426,177 127.9% 流動負債 273,196 217,578 125.6%
営業利益 130,402 134,101 97.2% 固定負債 83,069 93,902 88.5%
経常利益 135,470 155,732 87.0% 純資産 636,042 589,728 107.9%
純利益 79,337 107,474 73.8% 負債純資産合計 992,307 901,208 110.1%
■収益性指標 ■安全性指標
2014年度 2013年度 前年比 2014年度 2013年度 前年比
売上高売上総利益率 50.6% 49.4% 102.3% 自己資本比率 64.1% 65.4% 98.0%
売上高営業利益率 9.4% 11.7% 80.4% 流動比率 262.5% 293.0% 89.6%
売上高経常利益率 9.8% 13.6% 71.9% 固定比率 43.3% 44.7% 96.8%
売上高純利益率 5.7% 9.4% 61.0% ■成長性指標
ROE 12.5% 18.2% 68.4% 2013年度 2012年度 前年比
ROA 8.0% 11.9% 67.0% 売上 1,382,935 1,142,971 121.0%
fm比率 77.9% 75.4% 103.3%
原価率 49.4% 50.6% 97.7%
■店舗数 （単位：百万円）
2014年度 2013年度 前年比
店舗数 2,753 2,449 112.4%






年 8 月末現在 276 店舗まで拡大し、2014 年度の売上高は 1,075 億円と 1,000 億円を突破し
た。ジーユーもユニクロ同様、SPA のビジネスモデルによる独自商品を開発し、競争力が
高いブランドに育ってきている。 
 ここで国内と海外におけるユニクロ事業に関して詳細を述べる。国内の 2014 年 8 月期売




などの機能性の優れたコア商品が好調に推移している。一方海外の 2014 年 8 月期売上高も
4,136 億円と前年比で 64.7%成長している。グレーターチャイナ397、韓国、欧州では好調な
既存店売上を達成し、全体の成長に大きく寄与している。グレーターチャイナの売上高は








































 続いて海外ユニクロ事業について詳述する。前述のように、2014 年 8 月期の海外ユニク






北、ニューヨーク 5 番街、ソウルにグローバル旗艦店を出店し、2012 年 3 月には 9 番目と
なるグローバル旗艦店を銀座に出店した。 














ジーンズなどすべてのヒートテック商品 1 億枚を完売するまでに成長することとなった。 
次にユニクロのビジネスモデルについてその特徴を述べる。ユニクロは、企画から生産、
販売までを一貫して行う SPA のビジネスモデルを確立している。 
 



































































































                                                        



































                                                        
399 1878 年創業の 100 年以上続くイタリアの老舗高級靴ブランド TANINO CRISCI は、プレステージ性へ
のこだわりから、差別化の要であった HAND MADE ITALY 規格を守るため合理化が図れず、さらに 150




































                                                        















者間の影響に着目したマーケティングについて考察を進めた。1962 年に E.M.Rogers によ
って『イノベーションの普及（Diffusion of Innovations）』が発表され，それ以来現在に至
るまで多くの調査に基づいてイノベーション普及過程に関する一般モデルは修正、拡張が












 第 1 章では、本研究の対象領域である日本のファッション産業の変遷を振り返り、現在
日本のファッション産業が抱える問題に関して、どのような環境変化が起因しているのか






















































 第 2 章では、ブランド研究の先行研究を時系列で確認したうえで、価値と関係性の観点
を考察し、さらにブランドマネジメントにおけるブランド拡張戦略についてその基本フレ
ームを検討した。ブランド概念の変遷については、1984 年から始まるブランド・ロイヤル



























































                                                        
401 E .M .Rogers (2003) 前掲書を参照。 
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